
 第３号様式（第６条第１項関係） 

市長 副市長 部長 課長 主幹・副主幹 主査・主査補 班員 

       

付議・報告部課      

令和４年１０月２１日 

会議結果報告書（行政経営戦略会議） 

１ 日時及び場所 

令和4年10月21日（金）午後1時30分～ 保健福祉センター2階 検診室１～3 

２ 出席者 

市民課 今井課長、松田係長、三橋主任主事 

３ 件名 

証明書発行窓口（出張所）のあり方に関する検討結果について 

４ 会議結果 

■ 案のとおり決定する。 

□ 一部修正の上、決定する。 

□ 継続して検討する。 

□ 案を否決する。 

□ 報告を了承する。 

５ 会議内容 

・何をもって外出困難と判断するのか。 

→外出困難者の判断については、基本的には他市の要綱と同程度の要件を設定してお

り、対象者の範囲が広がりすぎてしまうことはないと考えている。 

・証明書の取得の委任ができない方の想定が難しい。 

→意見交換会では、自分の証明手続きを第三者に委任したくない方もいるという意見も

あったため、万が一、そのような方がいた場合には救済したい。 

・対象者の要件を満たさない方からの申請がお届け時に判明した場合はどうするのか。

→事前の電話での聞き取りを十分に行うことで防ぎたいと考えている。 

・７５歳以上のみの世帯は住民登録上での判断となるのか 

→基本的には住民登録で判断するが、別世帯でも同住所に家族等が住んでいる場合など

は聞き取りにより、他の代替手段を案内したいと考えている。 

・全庁的にみて、他の行政手続きに影響が及ぶことはないか。他課のサービスの要望が

あったらどうするのか。 

→今回の取組は、出張所の廃止に伴う代替手段として実施するもので、基本的には住民

票等の取得方法は様々あるため、お届けサービスの利用は限定的であり、他市の例を

見ても見込み数は多くないものと考えている。ただし、真に困っている方については

救済したいと考えている。なお、お届けサービスを実施する中で、必要に応じて他課

と連携したいと考えており、本人確認の上、手数料を収受し、正しい証明書を交付す

るなど、市民課が責任をもって行う。 

・職員が配達のため外に出ることのコストや受益者負担をどう考えるのか。 

→様々な証明書の取得方法がある中で総じて手数料を３００円としており、手数料の算

定には影響がないものと考えている。 

 

 



（市長指示） 

・本案で進めることとするが、お届けサービスについては、今後、利用の実態を踏まえ

て、あり方を検討すること。 

 

備考 会議内容を簡潔に記載すること。 



　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

決定を要する
事項

部内会議や関
係課等との調
整結果（主な
意見・懸案事
項）

■ □ □ □ （

年代 全ての年代 場所 その他

まで）

市内全域 目的 行政経営改革 手段

千円 削減効果額　年１０，９４８ （うち特定財源 0 千円）

令和 4 10 21

付議書（行政経営戦略会議）

部課名 　市民環境経済部　市民課

付議事案

・12月議会に「白井市出張所設置条例の廃止について」の議案を提出する。
・令和5年4月1日から「白井市住民票等お届けサービス」を実施する。

　出張所窓口を廃止することで、行政のスリム化、人員及び歳出の削減を図る。

・1年間の周知期間を設け、令和5年12月29日をもって全出張所を廃止する。
・住民票等を取得する代替手段を利用できない方に対する救済措置（お届けサービス）を行う。

証明書発行窓口（出張所）のあり方に関する検討結果について

【現状】
・市では、住民票等の証明書を交付するため、市内５箇所（西白井複合センター、冨士センター、公民セン
　ター、桜台センター、白井駅前センター）のセンターで、出張所窓口を運営している。
・近年、マイナンバー制度により行政機関の情報連携が進み、行政手続等における住民票等の添付が省
　略化されていることや、広域交付、代理人申請、郵便申請、コンビニ交付などの代替手段もあることから、
　出張所での証明書交付件数が年々減少している。
・行政経営改革実施計画の取組項目として、「出張所の窓口の廃止」を掲げており、令和5年度中を目標
　に実施することとしている。

【出張所廃止の場合の課題】
・アンケート調査、意見交換会及びパブリック・コメントでの意見を踏まえ、出張所を廃止することにより、
 不便となる高齢者等を救済する措置を検討する必要がある。

【出張所継続の場合の課題】
・令和５年１２月末に現在使用しているＦＡＸ機器の更新時期を迎えるため、出張所を継続するには新たな
　機器を導入する必要がある。
・令和６年１月にＮＴＴのデジタル通信モードが終了となり、継続するにはＧ４からＧ３へ回線が変更となる
　ため、通信速度等が低下してしまう。

参考情報

カテゴリー

関係法令等

関係課

事業費

Ｒ4.10月　意見交換会及びパブリック・コメントの公表
Ｒ4.11月　議員全員協議会での説明
Ｒ4.12月　市議会定例会（出張所廃止条例の提出）
Ｒ5.2月　 定例記者会見、広報等による周知
Ｒ5.4月   「白井市住民票等お届けサービス」の実施
Ｒ5.12.29　出張所の廃止（最終営業日12/28）

項目 有無

有 有

方法（時期）

定例記者会見（R5.2月）条例廃止（R4.12月） 報道発表

広報・ＨＰ等

（条例）出張所設置条例、複合センター設置管理条例、公民センター設置管理条例
（規則）行政組織規則、職員の勤務時間、休暇等に関する規則
（訓令）事務決裁規程、文書管理規程

財政課、総務課、生涯学習課、市民活動支援課

有 広報・ＨＰ（R5.2月）議員全員協議会（R4.11月）

【部内会議】お届けサービスの対象者の要件について、福祉部門の関係課に確認すること。

条例規則

今後の
スケジュール
（案）

公開 非公開 部分非 時限非

議会説明

市民参加

付議書公表

有 アンケート調査（Ｒ4.4月）パブリック・コメント（R4.9月）、市民との意見交換会（R4.9月）

有無

有

項目 方法（時期）



 

2022.10.21 行政経営戦略会議資料 

 

証明書発行窓口（出張所）のあり方に関する検討結果について 
 

第1 検討の経緯 

１ アンケート調査 

調査時期：令和４年４月２７日（水）～５月２２日（日） 

  調査対象：市内在住１８歳以上の男女２，０００人（無作為抽出） 

回答件数：８９５件 

 ２ 意見交換会 

  開催日時：令和４年９月２日（金）～４日（日） 

  開催場所：出張所を設置している各センター 

参加人数：計１０人 

 ３ パブリック・コメント 

  実施期間：令和４年９月１日（木）～１４日（水） 

  意見件数：１０件（７人） 
 

第2 出張所廃止に対する市民の意見 

 主な反対意見 主な賛成意見 

（アンケート） 

・市役所が遠い高齢者等が不便になる。 
・コンビニ交付の操作がわからない。 
・マイナンバーカードの交付率がもっと

上がらなければ時期尚早である。 

（アンケート） 

・出張所を利用していない。 
・経費削減のために賛成 
・コンビニでの利用が簡単になったの

で、出張所の利用は少なくなった。 

（意見交換会） 

・高齢者等で、マイナンバーカードがな 
く、委任できる人もいない方への救済 
措置を講じてほしい。 

・市役所から遠い地域や、高齢化率の高 
い地域はいっぺんに廃止するのではな 
く、段階的に見直すなどにより、出張 
所を残してほしい。 

・証明書の発行を行わない時間帯が無駄 
となっているのであれば、市全般の困 
り事などの御用聞きを行うなど新たな 
業務の追加を検討してはどうか。 

（意見交換会） 
・300円の住民票を１通当たり 1,500円も
 かけて発行し、年間 920万円もコスト 
 がかかっているのはもったいない。 
・特に代替手段は講じなくて良い。 
・住民票を普段とることがない。 
・マイナンバーカードの休日開庁日に住 
民票等を交付してはどうか。 

・コンビニ交付の際の手数料の減額案に 
ついては時限的の場合、元の手数料に 
戻る時に値上げとなるため、実施すべ 
きではない。 

（パブリック・コメント） 

・高齢者やメカ弱者には対面のサービス

が必須であり、救済が必要である。 
・市内どこに住んでいても、同じサービ 
 スが受けられることを希望する。 
・マイナンバーカードを持たない住民に

対して住民サービスの低下となる。 

（パブリック・コメント） 

・マイナンバーカードによるコンビニ交

付などの他の代替手段がある。 
・行政経費節減のためにも早期に出張所

の廃止を進めてほしい。 
・多額の経費がかかっているため、市の 
財政を考えると廃止にすべきである。 



 

第3 検討結果について 

  住民票等を取得するための手段は、出張所窓口以外にも、広域交付、代理人申

請、郵便申請、コンビニ交付など代替手段が多くあるが、市民の意見を踏まえ、

これらの代替手段のいずれも利用が難しい方への措置として高齢者等に住民票等

を宅配する「白井市住民票等お届けサービス」を創設することとしたい。 

（案） 

 １ サービスを利用できる方 

   市内に住所がある方で、外出が困難かつ、家族等への委任ができない方のみ 

で構成される世帯のうち、次のいずれかに該当する方 

（１）７５歳以上の方 

（２）身体障害者手帳１級又は２級を所持している方（聴覚障がいを除く。） 

（３）要介護認定の区分が３から５までの方 

（４）その他、市長が前各号と同等の状態にあると認められた方 

 ２ 対象となる証明書 

（１） 住民票の写し 
（２） 印鑑登録証明書 
（３） 戸籍証明（本籍地が白井市の方のみ） 

 ３ 申請・受取方法 

  電話による申請を受付後、７日以内に職員が申請者の自宅に証明書を宅配する。 
 

第4 今後のスケジュール 
 

時 期 内 容 

令和４年（２０２２年） 

10 月 ○意見交換会及びパブリック・コメント結果の公表 

11 月 

○議員全員協議会での説明 

・証明書発行窓口（出張所）のあり方に関する検討結果について 

○市議会定例会  

・白井市役所出張所設置条例を廃止する条例について 

（施行期日：令和５年１２月２９日） 

令和５年（２０２３年） 

2/9 
○定例記者会見 

（出張所窓口の廃止について） 

2/15 

〇広報しろい２月１５日号、市ホームページでの周知 

・出張所窓口の廃止について周知を行う。 

・市民課、出張所窓口でも１年間をかけて来庁者へ周知を行う。 

4/1～ ○白井市住民票等お届けサービスの実施 

12/29 ○出張所窓口の廃止（最終開所日 12/28） 

 



 

 

出張所の運営見直しに向けた意見交換会 

議事概要 

公民センター出張所 

日 時：令和４年９月２日（金）午後６時～７時 

場 所：公民センター会議室 

参加者：０名 

事務局：岡田市民環境経済部長、今井市民課長、松田係長、関主任主事、加藤主事補 

白井駅前出張所 

日 時：令和４年９月３日（土）午前１０時～１１時 

場 所：駅前センター会議室 

参加者：１名（笹塚） 

事務局：岡田市民環境経済部長、今井市民課長、松田係長、三橋主任主事、福島主事 

（主な意見） 

【参加者】 

・１通３００円の住民票を１５００円もかけて発行して、年間９２０万円もコストが 

かかっているのはもったいない。 

・自分自身、住民票を必要とすることがない。 

・全ての出張所を廃止することで良いと思う。 

・親が亡くなった時に戸籍が必要なことがあったが、本籍地へ郵送で取り寄せる方法 

で取得できた。 

・マイナンバーカードで、自分以外の同一世帯の家族の住民票まで取れることは知ら 

なかったので、参考になった。 

・なぜもっと早く廃止を実施できないのか。 

【事務局】 

・白井市は県内でもいちはやく市民参加条例を制定し、市民参加の基本事項を定めて 

おり、市民の生活に直接重大な影響を与える条例の制定改廃など特に市民参加を行 

うことが必要と認められる事項には、市民参加の方法により行うこととしている。 

【参加者】 

・資料２の８ページの表のその他の欄の「有」というのはどういう意味か 

【事務局】 

・出張所、マルチコピー機、自動交付機以外の方法で住民票等の発行サービスを行っ 

ている自治体となる。例えば面積の広い市などで、市民課で専用車を用意して、移 

動市役所のサービスなどがある。 



 

 

【参加者】 

・白井市のような狭い市で、個別に配達するようなサービスはナンセンスだと思う。 

実施する場合は、車両や人件費等を考慮し、その分手数料を上乗せするべきである。 

・意見交換会の参加者が少ないが、参加者にポイントがつくなどのメリットがないと 

なかなか参加する気にはならないと思う。 

・コンビニ交付の際の手数料が窓口より少しでも安くなるならマイナンバーカードの 

メリットになると思う。 

冨士出張所 

日 時：令和４年９月３日（土）午後１時～２時 

場 所：冨士センター大会議室 

参加者：０名 

事務局：岡田市民環境経済部長、今井市民課長、松田係長、三橋主任主事、福島主事 

 

西白井出張所 

日 時：令和４年９月４日（日）午前１０時～１１時 

場 所：西白井複合センター作法室 

参加者：４名（市民１名、議員３名） 

事務局：岡田市民環境経済部長、今井市民課長、松田係長、三橋主任主事、福島主事 

（主な意見） 

【参加者】 

・図書館や各センターなどに設置されているポストを通じて、住民票等の申請を行う 

方法などを実施するのはどうか。同様のサービスを松戸市が以前やっていた。 

【事務局】 

・鎌ケ谷市において、商店や消防署などと連携して申請を取次しているサービスを実 

施している例はあるが、そのようなサービスは徐々に廃止されており、松戸市でも 

 現在は行っていない。 

【参加者】 

・マイナンバーカードでコンビニ交付を進めるといっても、高齢者の取得率は低いの 

ではないか。 

【事務局】 

・マイナンバーカードの交付率は、県内では浦安市が一番高く、高齢化率の低い自治 

体が高い傾向にあると分析しているが、毎月国の公表しているデータでは、７０～ 

７４歳の方の取得率が一番高く全体に対する交付枚数率は８．１％となっている。 

一方で２０～２４歳は４．９％となっており、決して若い人の方が多く取得してい 

る傾向ではない。免許証を返納された高齢者の方などには顔写真入りの公的な本人 

確認書類となるため、必要性があるのだと思う。 



 

 

【参加者】 

・マイナンバーカードを作ることを反対している人が、他市へ引っ越しした場合、通 

知カードがマイナンバーの証明として使えなくなるので、マイナンバーカードを必 

然的に取らなくてはならないのか。 

【事務局】 

・マイナンバーカードの取得は任意であり、自分のマイナンバーを証明する際には、 

希望すれば住民票にマイナンバーを記載できるのでマイナンバーカードがなくても 

証明を行うことはできる。 

【参加者】 

・マイナンバーカードの暗証番号を誤入力したことでロックがかかってしまった場合 

などは市役所に行かないと解除ができないため、休日開庁日を拡大したり、出張所で 

も解除ができるようにして欲しい。（休日開庁も第２土曜日と最終日曜日だけであり、 

ナッシー号しか交通手段がない人は土曜日しか手続きするチャンスがない。） 

【事務局】 

・マイナンバーカードの事務処理は、住民基本台帳ネットワークシステムを利用した 

コミュニケーションサーバーの統合端末を設置する必要があり、操作権限もマイナ 

ンバーカード担当者に限定しているため難しいと考える。 

【参加者】 

・意見交換会の参加者が少ないとは思うが、公民センターは日中仕事している人のこ 

とを考えて夜間に開催したり、土日についても出張所が開所している時間帯にそれ 

ぞれ午前・午後とどこかに行けば参加できるように設定しているので開催時間や回 

数は良いと思う。 

・今後、デジタル化が進んでいくことが予測されるのであれば、現時点での状況より、 

長い目線で考え、早い段階で出張所の廃止を判断していくことも必要だと思う。 

桜台出張所 

日 時：令和４年９月４日（日）午後１時～２時 

場 所：桜台センター研修室 

参加者：５名（桜台２名、市外１名、議員2名） 

事務局：岡田市民環境経済部長、今井市民課長、松田係長、三橋主任主事、福島主事 

（主な意見） 

【参加者】 

・県内で白井市より出張所の数が多い市が木更津市しかないというのはどういう意味か。 

出張所の総数で見れば良いのではないか。 

【事務局】 

・「出張所」といっても転入・転出届や他の行政サービスを行っている出張所もある 

が白井市は住民票等の証明発行業務しか行っていないため、白井市と同じ機能を持 

つ出張所という観点で考えると県内市では白井市より出張所が多いのは木更津市の 



 

 

みということである。 

【参加者】 

・同じ人が、過去３年間くらいで、どこでどのように住民票をとっているのかの分析 

はしていないのか。 

【事務局】 

・申請書の保存年限は１年であり、個別に特定の分析は行っていない。 

【参加者】 

・稲敷市では、マイナンバーカードを使ったコンビ二交付手数料を１０円にする取組 

 みをしている。 

【事務局】 

・その取組みについては、熊本市や他の自治体でも行っており、総務省に確認したと 

ころ、本年度に限り減額による減収分の費用をコロナ対策臨時交付金で補填できる 

とのことだった。実施している市の条例を確認したところ、特例条例により本年度 

限定の時限的な取組みとして行っていた。 

【参加者】 

・資料２の９ページの代替措置の案については、それぞれどの程度の経費の削減効果 

を見込んでいるのか。 

【事務局】 

・案１は出張所経費年間約９２０万円をそのまま減額できる。 

・案２についても休日に開庁しており、新たな経費は発生しないため、案１同様に削 

減できると考えられる。 

・案３については、コンビニ交付では３００円の住民票を１枚につき、１１７円の手 

数料を地方公共団体情報システム機構に支払っており、残りの１８３円が市の収入 

となるが、これを仮に５０円減額すると収入が１３３円となる。 

・また、人口規模に応じて運営負担金や、システム使用料などの経費がかかっている 

状況ではあるが、減額措置により、コンビニ交付が促進することで、市役所窓口の 

交付件数が減少し、証明発行窓口の人員を減らすことができれば、その分の人件費 

が削減効果となると考えられる。 

【参加者】 

・市役所の窓口はあるのに人件費が減らせるというのはおかしいのではないか。 

【事務局】 

・証明発行のために会計年度任用職員を配置しているため、任用人数が減少すれば人 

件費の削減は可能と考えるが、これについては実施してみないとどの程度コンビニ 

交付が上昇し、窓口での交付が減少するのかわからないので、案３で人件費まで削 

減できるというのは、不透明な部分もある。 

・続いて、案４については、コンビニ交付に戸籍証明を追加する案となるが、システム 

改修費用が約２，８００万円もかかってしまうため、かえって経費は増えてしまうこ 

ととなる。 



 

 

【参加者】 

・本籍が他市の場合はどうなるのか 

【事務局】 

・本籍地の自治体がコンビニ交付で戸籍証明を行っていれば取得できる。本市に本籍 

を置いている人口は４２，６７６人となるが、そのうちコンビニ交付できる方を白 

井市民の方のみに限定した場合は、システム改修費用は約２，６６０万円で多少減 

額となるが、出張所経費の削減効果額以上の経費がかかってしまうことになる。 

・また、令和６年３月頃には、戸籍証明の広域交付が開始される予定であり、コンビ 

ニ交付では、現在戸籍しかとれないが、広域交付では改正原戸籍や除籍謄本もとれ 

るようになる。 

【参加者】 

・その広域交付の時に、約２８００万円かかることになるのか。 

【事務局】 

・約２，８００万円というのはコンビニ交付の際のシステム使用料となるので、その 

費用はかからない。 

【事務局】 

・案５については、出張所等にコンビニに置いてあるマルチコピー機を設置する案と 

なる。１台につき約４７０万円と翌年度以降のランニングコストが約１００万円か 

かることとなり、設置する台数によっては、これも出張所経費の削減効果額以上の 

経費がかかってしまうことになる。 

【参加者】 

・５つの代替案を聞くと、案２の方法が出張所経費の削減効果もあり、土日の窓口も 

残すことになるため、交通手段のない方もナッシー号で土曜日に市役所にくること 

ができるので良いと思う。 

・案３のコンビニ交付減額措置については、時限的な実施の場合、一度手数料を下げる 

と、その時は良いが、元に戻すときに、値上げすることとなるため、やるべきではな 

いと思う。 

・２０１９年当時にも同様の意見交換会があり３年も経っている。もっと早く廃止を 

進めるべきだと思う。 

【参加者】 

・案４はコストが高すぎるし、令和６年に広域化するのであれば実施すべきではない。 

・高齢者等の救済措置はどのように考えているのか。 

・住民票等の証明発行業務は市の基本的なサービスである。 

・証明発行を行わない時間帯が無駄となっているのであれば、市全般の困り事などの 

御用聞きを行うなど、新たな業務の追加を検討しても良いのではないか。 

【参加者】 

・市役所から遠い桜台地区や、高齢化率の高い地域などは、いっぺんに廃止するのでは 

なく、段階的に見直すなどで出張所を残してほしい。 



 

 

【事務局】 

・住民票の発行業務は、直接市民の生活や生命の危機に影響を及ぼすようなものでは 

ないと考えているが、出張所がなくなることで、取得手段が全くなくなってしまう 

のであれば、行政として何らかの代替手段を講じていかなくてはならないと思う。 

・住民票等の取得方法は、市役所や出張所以外にも、広域交付や郵便申請、代理人申 

請など、マイナンバーカードによるコンビニ交付を除いても色々と方法があるため、

定期的な周知に努めていきたいと考えている。 

【参加者】 

・市民には、交通手段もなく、家族もなく、他人に委任したくない人もいる。 

【事務局】 

・意見交換会やパブリック・コメントでいただいた意見を参考にしながら、検討して 

 いきたいと考えている。 

 



 

パブリック・コメント（意見公募）募集結果 

 

 「証明書発行窓口（出張所）のあり方に関する検討」について、市民

から意見を募集した結果、寄せられた意見とこれに対する市の考え方は、

下記のとおりです。 

記 

案  件 証明書発行窓口（出張所）のあり方に関する検討について 

募集期間 令和４年９月１日（木）～14日（水） １４日間 

意見の件数 

（意見提出者数） 
１０件（７人） 

意見の取扱い 

修 正 素案を修正するもの ０件

既記載 既に素案に盛り込んでいるもの ４件

参 考 素案には反映できないが今後の参考とするもの ３件

その他 素案には反映できないが意見として伺ったもの ３件

 

 

 



 市民意見 
該当

箇所
意見に対する市の考え方 

１ 出張所廃止に賛成します。 P1 出張所窓口の廃止を検討するに当たり、意見交

換会やパブリック・コメントで寄せられた意見を

参考にしながら検討を進めていきたいと考えてい

ます。【既記載】 

２ 高齢者等、近くの窓口でなければ手に入れ

られない人を必ず救済しなければならない。

証明書発行業務は基本的サービスです。 

全般 平成３１年度及び本年度に実施したアンケート

の経年変化では、高齢者の方を含め全体的に、住

民票の取得方法の認知度が向上している一方で、

取得頻度は減少していることがわかりました。 

住民票等の証明書発行業務は代替手段が多くあ

るため、出張所を廃止しても、取得する手段が完

全になくなってしまうものではありません。 

しかしながら、高齢者等で、いずれの代替手段

も利用することが難しい方の救済方法については

検討したいと考えています。【参考】 

３ マイナンバーカードの普及やコンビニ交

付等、他の代替手段があることを踏まえ、行

政経費の節減のためにも早期に出張所を廃

止するよう進めてください。 

P10  市では、行政経営改革実施計画に基づき、令和

５年度中を目標に出張所の窓口を廃止することを

検討しており、具体的には、ＦＡＸ機器の更新時

期なども考慮し、令和５年１２月末をもって廃止

したいと考えています。【既記載】 

代替措置案２をベースに進めたらいかが

でしょうか。 

P9  出張所を廃止した場合の代替措置の案２とし

て、マイナンバーカード交付の休日開庁日に、住

民票等を発行する案を例示しています。 

 現在、毎月第２土曜日及び最終日曜日の午前中

に開庁していますが、マイナンバーカードの交付

状況により、今後、開庁日が変動することも考え

られるため、将来的な体制も考慮しながら検討し

たいと考えています。【既記載】 

４ 証明書発行窓口廃止について反対します。

住民票などしょっちゅう必要となるもの

ではないですが、窓口がなくなるのは不便を

感じます。冨士地区に住んでいて市役所は交

通の便も悪いです。桜台や第二小学校など市

役所から離れている住民サービスの低下は

承諾できません。 

市内どこに住んでいても、サービスが同じ

ように受けられることを希望します。 

マイナンバーカード云々とありましたが、

情報漏えいが後を絶ちません。個人情報保護

の立場からもマイナンバーカードは、当面持

つつもりはありません。対面の行政サービス

は、特に高齢者は必須です。コンビニなど機

械操作は、高齢者やメカ弱者にとって困難が

あります。 

以上の点から証明書発行窓口廃止は、反対

です。 

全般  現時点において、５箇所のセンターで出張所を

運営していますが、市内全域の地域をカバーでき

ている状況ではありません。 

 住民票等を取得する方法は、マイナンバーカー

ドによるコンビニ交付以外にも、全国の市区町村

窓口での広域交付、代理人申請、郵便申請などの

代替手段があります。 

 しかしながら、高齢者等で、いずれの代替手段

も利用することが難しい方の救済方法については

検討したいと考えています。 

 また、コンビニ交付の際のわかりやすい操作方

法などについては、定期的に広報等で周知してま

いりたいと考えています。 

なお、マイナンバーカードには万全のセキュリ

ティ対策が講じられており安全です。【参考】 

５ よくセンターを利用するが、出張所を利用

している人をほぼ見たことがない。 

私自身、出張所を最後に利用したのが１０

年ほど前、それ以降は市役所に直接行ってい

る。利用しなくなった理由は、仕事が遅くて

時間がかかるから。職員も滅多に人が来ない

のかセンターの人に呼ばれるまで出てこな

い上、いたってマイペース。その後の市役所

全般 平成３１年度に検討した時点では、出張所運営

に年間約2,000万円の経費がかかっていました。

その後、開所時間の縮小、会計年度任用職員の

配置等の見直しにより、経費の節減に努めてまい

りましたが、年間約1,000万円の経費がかかって

いる状況です。 

以前、出張所利用の際に、職員の対応が遅かっ

たことにつきましては、現在の出張所職員に対し



の職員の対応がまた遅い。 

こんなことに年間 2,000 万円（今は

1,000 万円か？）ほどの経費がかかってい

たのには驚いた。 

市役所から遠い人や、高齢者は不安と不満

があるとは思うが、年間通してこれらの資料

を取り寄せる機会はどれだけあるだろうか。

賛否両論あるだろうが、現在の白井市の財

政を考えると廃止にすべき。 

ましても、このようなことがないよう伝達しまし

た。 

 住民票等の取得方法は出張所以外にも多く代替

手段があるため、それらの方法を定期的に周知す

るとともに、高齢者等で、いずれの代替手段も利

用することが難しい方の救済方法については検討

したいと考えています。【既記載】 

 

 

６ 「目的」を「マイナンバーカードの普及に

伴い役割の少なくなった出張所窓口を廃止

することで、行政のスリム化、人員及び歳出

の削減を図るため。」と記載されています。 

しかし、マイナンバーカードの普及率は

50％に過ぎない。 

それにもかかわらず、「出張所窓口」を廃

止するということはマイナンバーカードを

持っていない住民に対して不便を強いるこ

とによって、マイナンバーカードの取得を強

制するものではないか。 

マイナンバーカードを持つ、持たないは個

人の自由であり、不便を強いることにより、

マイナンバーカードの取得を強制すること

はやめてもらいたい。 

出張所窓口の廃止は、マイナンバーカード

を持たない住民に対して住民サービスの低

下であり、反対である。 

P11 P11の白井市行政経営改革実施計画は、審議会

及びパブリック・コメントの手続き等を経て策定

された計画となっています。 

現在、マイナンバーカードの交付状況は、50％

を超えており、市民の２人に１人は取得している

状況となっています。 

本市の１世帯の平均人数は約２．４人となりま

すが、同一世帯の方がマイナンバーカードを持っ

ている場合、コンビニ交付で、同一世帯の方の住

民票を取得することができます。 

 マイナンバーカードの取得は任意ですが、今後

ますます便利になることが予測されることから、

利便性や安全性について周知しながら、カードの

普及を促進していきたいと考えています。 

 また、マイナンバーカードを取得しない方に対

しても不便がないよう、代替手段の周知や、高齢

者等で、いずれの代替手段も利用することが難し

い方の救済方法については検討したいと考えてい

ます。【参考】 

７ （検討の目的） 

来年４月からの実施は時期尚早だと思い

ます。 

実施にはマイナンバーカードの普及率が

90％は必要だと思いますが可能なのでしょ

うか。 

P1  市では、行政経営改革実施計画に基づき、令和

５年度中を目標に出張所の窓口を廃止することを

検討しており、具体的には、ＦＡＸ機器の更新時

期なども考慮し、令和５年１２月末をもって廃止

したいと考えています。 

 国は本年度中に全住民にマイナンバーカードを

交付することを想定しており、市といたしまして

も、カードの普及を促進していきたいと考えてい

ます。【その他】 

（コンビニ交付） 

不特定多数の方が来店されるコンビニで

の取得は安全なのでしょうか。証明書の複

製、盗難など絶対ないとは言えないと思いま

す。 

特に印鑑登録証明書が流出すると、なりす

まし契約など不安です。印影から印鑑を作る

技術はすでにありそうです。 

 

P3  コンビニ交付は、カウンターで店員とやりとり

して取得する方法ではなく、店内に設置されてい

るマルチコピー機を利用して本人が発行する方法

となっています。 

 取得したデータがマルチコピー機内に残ること

はなく、万が一、証明書自体が盗難された場合は

防犯カメラにより追跡が可能です。 

 また、印鑑登録証明書の置き忘れなどにより、

印影の流出等が心配される場合には、白井市印鑑

条例の規定に基づき、登録印の廃止や改印を行う

ことができます。【その他】 

（これまでの経緯） 

こういった水面下での進め方は正しいので

しょうか。 

本件についても広報に載っていたのかもし

れませんが、私は市会議員の方の活動報告で

知りました。 

P2  市のこれまでの取組みや、今回の検討について

は、広報、ホームぺージで周知を行っているほか、

パブリック・コメントの実施に当たっては、図書

館、各センター、高齢者の利用する老人憩いの家

などへのポスター掲示などを行いました。 

また、議員全員協議会において事前に説明をさ

せていただきました。【その他】 



 



 

 

証明書発行窓口（出張所）のあり方に関する検討について 
 

 

第 1 目的・現状等 

 

１ 検討の目的 

  市では、行政経営改革を着実に推進するための白井市行政経営改革実施

計画の取組項目に『出張所の窓口の廃止』を掲げています。 

この計画に基づき、行政のスリム化、人員及び歳出の削減を図るため、

出張所の窓口の廃止を検討するものです。 

  

 

２ 出張所の位置及び業務 

  出張所は、市内の５カ所のセンター内に、白井市役所出張所設置条例に

基づき設置しており、次の業務を行っています。 

名 称 位 置 業 務 

西白井出張所（複合） 清水口１丁目２番１号 (1) 戸籍証明の交付 

(2) 住民票の写しの交付 

(3) 印鑑登録証明書の交付 

(4) 年金受給者の記載 

(5) 出張所の管理運営事務 

冨士出張所 冨士２３９番地の２ 

公民センター出張所 中９８番地の１７ 

桜台出張所 桜台２丁目１４番 

白井駅前出張所 堀込１丁目２番２号 

 

 

３ 直営から指定管理への移行状況 

各出張所を設置しているセンターについては、平成２１年度から順次指 

定管理に移行しており、指定管理に伴い開所日を週６日から週３日に変更 

しました。 

ただし、冨士出張所については、平成２９年４月から週５日、同年１０ 

月から週４日、平成３０年４月から週３日に縮小し、段階的な見直しを実 

施しました。 

また、公民センターについては平成２９年度から直営に戻ったため、市 

役所と同じ平日週５日開所している状況となっています。 
 

 

 

各出張所の指定管理への移行状況                    （年度） 

 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

複合 直 営  直 営 直 営              

冨士 直 営  直 営 直 営 直 営 直 営 直 営 直 営 直 営 直 営 直 営       

公民 直 営           直 営 直 営  直 営 直 営 直 営 直 営

桜台 直 営  直 営 直 営              

駅前 直 営  直 営               

※黒ラインが指定管理（年度） 

 

意見交換会・パブリック・コメント（意見公募）資料



 

４ 出張所の開所日・開所時間 

  各出張所（公民センターを除く。）は職員１名体制であり、平日は午前中

のみ開所。※土日の午後１時から２時までは休憩時間のため発行不可 

 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日 

複合 

  8：30～  

12： 00

 8：30～  

12： 00

 8：30～  

13： 00

      14： 00～

17： 15

冨士 

 8：30～  

12： 00

 8：30～  

12： 00

 8：30～  

13： 00

 

     14： 00～

17： 15

 

公民 
8：30～  

17： 15 

8：30～

17： 15 

8：30～  

17： 15 

8：30～  

17： 15 

8：30～  

17： 15 

 

 

 

 

 

桜台 

 

 

 8：30～  

12： 00

 8：30～  

12： 00

 8：30～  

13： 00

      14： 00～

17： 15

駅前 

 8：30～  

12： 00

 8：30～  

12： 00

 8：30～  

13： 00

 

     14： 00～

17： 15

 

 

５ これまでの経緯 
H15.8.25 住民基本台帳ネットワークにより住民登録地以外の市区町村窓口でも 

住民票の写しを取得することが可能となる。（広域交付住民票） 

H29.1.4 住民票の写し・印鑑登録証明書のコンビニ交付サービス開始 

H29.11.13 マイナンバーを活用した情報連携が順次開始され、行政機関等の各種

手続の際に住民票などの提出書類を省略することが可能となる。 

※令和４年３月時点で約２，３００の手続きで省略が可能。 

H30.8 『財政推計の見直しと財政健全化の取組』に、歳出削減のための取組

みとして「出張所の廃止」を掲げ、「マイナンバーカードの取得率を

高め、住民票などのコンビニ交付を積極的に推進することにより、段

階的に出張所窓口を廃止する」こととした。 

R1.6 国の閣議決定により、令和４年度中にほとんどの住民がマイナンバー

カードを保有していることを想定した方針が示される。 

R2.3.17 意見交換会、アンケート調査等の結果を踏まえ、行政経営戦略会議に 

おいてマイナンバーカードの交付率５０％を目安として、その時点から

２年以内に出張所業務のあり方について再度検討を行うこととした。 

R2.10.1 各出張所（公民センターを除く。）の平日の開所時間を午前中のみ

（8：30～12： 00）に縮小 

R4.1.17 コンビ二交付に、税証明（所得等証明、課税証明、非課税証明）を追加

R4.3 行政経営改革実施計画に、財政健全化の取組から新たに位置づける取

組項目として「出張所の窓口の廃止」を掲げ、令和 5 年度中を目標に

実施することとした。 

 



 

６ 各出張所の交付件数 

  住民票等の交付については、コンビニ交付の件数が増加していることや、令和２

年１０月に公民センターを除く４つの出張所の平日の開所時間を午前中のみ（8：30～

12： 00）に縮小したことにより、交付件数が年々減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（件） 

 西白井 

出張所 

冨 士 

出張所 

公民センター

出張所 

桜 台 

出張所 

駅 前 

出張所 
合 計 

Ｒ元年度 ３，５１０ １，９０１ ３４３ １，８１９ １，４９０ ９，０６３

Ｒ２年度 ２，８１８ １，４０５ ３４４ １，６５２ １，１７４ ７，３９３

Ｒ３年度 ２，３４９ １，１５９ ３５１ １，３１３ ９９３ ６，１６５

 

７ 出張所・コンビニ交付・市役所その他の交付件数 

  平成２９年１月から実施しているコンビニ交付件数が、近年のマイナンバーカー

ドの普及に伴い、増加している状況となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（件）  

  出 張 所 コンビ二交付 市役所その他 

Ｒ元年度 ９，０６３ １，２９１ ４５，０６４

Ｒ２年度 ７，３９３ ２，４５１ ４２，２１１

Ｒ３年度 ６，１６５ ５，０１３ ４２，１４４



 

８ 各種諸証明の交付件数の推移 
マイナンバーを活用した情報連携が開始され、行政機関等への各種手続の際に住 

 民票や課税証明書などの提出書類を省略することが可能となり、令和４年３月時点 

で児童手当支給事務など約２，３００の手続きで省略が可能となっています。 

このため、令和３年度はやや増加したものの、年々、各種諸証明の交付件数は減

少している状況です。 

 

９ 各種証明書の主な用途 
証明書 主な用途 

住民票の写し 運転免許証記載事項変更、不動産・自動車等の売買、賃貸借契

約、相続手続、保険金請求、住宅ローン借入れ、公的資格取得、

入学、就職、銀行口座の開設、金融機関への住所・氏名変更届

出、職場への住所・氏名変更届出、児童手当現況届、扶養控除申

告、指定難病受給申請、親元同居近居支援補助金受給申請、債権

回収、訴訟の提起、携帯電話の契約 等 

印鑑登録証明書 不動産・自動車等の売買、廃車、公正証書作成、相続手続、保険

金請求、賃貸住宅入居、住宅ローン借入れ、会社設立 等 

戸籍謄抄本 パスポート申請、戸籍届出、旧氏併記申請、相続手続、保険金請

求、年金請求、公正証書作成、公的資格取得、通信契約の家族確

認、自動車所有者の氏名変更 等 
 

１０ 出張所の運営について 
住民基本台帳を取扱う出張所業務は、市町村の適切な管理下であれば、民間委託が可

能ですが、必ず同一の室内に市職員が常駐する必要があります。 

また、公共サービス改革法に基づく市場化テストを行うことにより、民間委託してい

る事例がありますが、第三者機関の設置、実施方針・実施要項・選定基準の策定、競争

入札の実施、契約についての議会の議決が必要となります。 

なお、郵便局との包括連携に関する協定に基づき、証明書交付事務を委託している事

例もありますが、本市では郵便局と市役所が近接していることや、費用対効果が見込め

ないことなどから、郵便局への委託は予定していません。 

その他として、出張所を廃止する代わりに、遠隔で対話業務を行うＡＩアバター対話

システムを設置し、市役所に待機する職員が住民票等の取得方法や行政サービス全般の

案内を行う場合、１台当たり年間約１２０万円の費用が発生します。 
 

１１ マイナンバーカードのメリットについて 

現状のメリット 今後のメリット 
・マイナポイントがもらえる。 

・コンビニで住民票などが取得できる。 

・ワクチン接種証明が取得できる。 

・オンラインで確定申告などの行政手続 

きができる。 

・健康保険証として利用できる。 

・免許証返納後の本人確認書類になる。 

・給付金が受け取りやすくなる。 

・マイナンバーカード所有者の転出・転 

入手続のワンストップ化 

・運転免許証や在留カードとの一体化 

・スマートフォンとの一体化 

・マイナンバーカードの国外継続利用 

・国家資格等（医師、歯科医師、看護師 

等）のデジタル化 

・民間のサービスにも拡大予定 

 交付件数 収入額 

平成２９年度 ６０，５９７ １９，９５３，９５０円 

平成３０年度 ５９，２７７ １９，５９６，５００円 

令和元年度 ５５，４１８ １８，２４７，０５０円 

令和２年度 ５２，０５５ １７，１３７，９６０円 

令和３年度 ５３，２７５ １７，４７２，７５０円 



 

１２ 出張所及びコンビニ交付の経費の比較 
  （ 円 ）  

年度 

出張所 コンビ二交付 市役所その他 

経 費 

※1 

1 件  

当たり  

コスト  

経  費 

※2 

1 件  

当たり  

コスト  

経  費 

※3 

1 件  

当たり  

コスト  

Ｒ１ 13,767,579 1,519 4,790,191 3,710 7,716,751 139

Ｒ２ 11,950,199 1,616 4,904,767 2,001 9,364,252 180

Ｒ３ 9,215,598 1,495 5,289,139 1,065 9,428,350 177

※ 1 出張所の経費は、人件費・機器賃貸借料・システム使用料等の合計値 

※2 コンビニ交付の経費は、委託料・運営負担金・システム使用料等の合計値 

※3 市役所その他の経費は、3 名体制・ＰＣ端末等 3 台・システム使用料等の合計値 
 

１３ 住民票等の様々な取得方法 
 

 

 

  住民票は、代理人申請や郵送申請で取得することができるほか、住基ネットを利
用した全国市町村窓口での広域交付や、マイナンバーカードでのコンビニ交付など

様々な方法で取得することができます。 

  また、令和６年３月頃には戸籍証明の広域交付が開始される予定です。 
 

 

 

 

場所等 取得方法等 

市役所 

市民課窓口  

平日 8：30～17： 15 に市役所市民課で請求書を記載し、本人確認

書類を提示することで、本人又は本人と同じ世帯の方の住民票の写

し等が取得できる。 

各センター 

出張所 

各出張所の開所時間に各出張所で請求書を記載し、本人確認書類

を提示することで、本人又は本人と同じ世帯の方の住民票の写し等

が取得できる。 

全国の市町村

役場窓口での

広域交付 

各市町村の定める時間帯(白井市は平日 9：00～17：00)に、本人が

請求書を記載し、官公署発行の顔写真入りの本人確認書類を提示す 

ることで、本人又は本人と同じ世帯の方の住民票の写しが取得でき 

る。※本籍表示不可 

全国の 

コンビニ交付

毎日 6：30～23：00 の時間帯に、全国のコンビニエンスストア等 

に設置されているマルチコピー機にマイナンバーカードをセットし、

４桁のパスワードを入力、必要な証明書と部数を選択、表示された 

手数料を投入することで、住民票、印鑑登録証明書、課税証明書、 

非課税証明書、所得等証明書が取得できる。※申請書記入不要 

代理人申請 

市役所・出張所の開所時間に、申請者からの委任状を持参し、請

求書を記載し、代理人の本人確認書類を提示することで、住民票の

写し等が取得できる。 

郵送申請 

申請書、手数料分の定額小為替、切手を貼った返信用封筒、官公

署発行の本人確認書類を同封することで、郵送で戸籍証明や住民票

の写しが取得できる。 
 

１４ マイナンバーカードの交付状況（令和４年７月末時点）  

 交付率 交付枚数 人口（R3.1.1） 世帯（R3.1.1）

白井市 50.2％ 31,699 63,162 26,228

千葉県 47.0％ 2,973,424  6,322,897 2,964,119

全 国 45.9％ 58,151,191 126,654,244 59,497,356



 

１５ 白井市近辺のコンビ二エンスストア等設置状況 

 
エリア 名称（場所） 

西 白 井

出 張 所

エリア 

①  セブンイレブン西白井駅前店（けやき台 1-2-2）  

②  セブンイレブン白井大山口店（根 1946-1）  
③  セブンイレブン白井市清水口店（根 1667-5）  
④  セブンイレブン白井ベリーフィールド店（根 1919-5）  
⑤  ローソン千葉白井店（西白井 2-26-23）  

桜 台 

出 張 所

エリア 

⑥  セブンイレブン白井桜台店（桜台 2-1）  
⑦  セブンイレブン印西中央北１丁目店（印西市中央北 1-4）アルカサール 
⑧  セブンイレブン印西中央南店（印西市中央南 1-1-2）  
⑨  ミニストップ千葉ＮＴ白井店（谷田 847-1）  
⑩  ローソン印西東京電機大前店（印西市武西 1134-4） 
⑪  ファミリーマート印西中央北店（印西市中央北 1-3-1）  
⑫  ファミリーマート千葉ＮＴ中央駅店（印西市武西字馬橋台 1390-2）
⑬  イオン千葉ニュータウン店（印西市中央北 3-1-1）  

白井駅前 

出 張 所

エリア 

⑭  セブンイレブン白井笹塚店（笹塚 3-24-1）  
⑮  セブンイレブン白井根店（根 438）ナリタヤ前 
⑯  ファミリーマート白井堀込店（堀込 1-1-45）  
⑰  ミニストップ千葉ニュータウン南山店（白井市南山 2-11-3）  

公 民 

センター

出 張 所

エリア 

⑱  ローソン白井工業団地店（河原子 354-3）  
⑲  ローソン白井折立店（折立 365-1）  
⑳  ミニストップ白井河原子店（河原子 224-1）  
 セブンイレブン白井工業団地店（河原子 365-5）  

 セブンイレブン白井神々廻店（神々廻 1646-3）  

冨 士 

出 張 所

エリア 

 セブンイレブン白井冨士店（冨士字南園 242-1）  

 ローソン・スリーエフ白井冨士店（冨士 24）白冨士園前 

 ローソン白井根店（根字丸山 323-4）北総白井病院近く 

 ミニストップ白井冨士店（冨士 147-11）  

市内２０店舗 市外６店舗 計２６店舗 ※全国約５６，０００店舗 



 

１６ 千葉県内３７市のコンビニ交付実施状況      
・県内の 37 市のうち、 32 団体（ 86.5％）がコンビニ交付を実施しています。  
・コンビニ交付を実施している 32 団体のうち、 24 団体（ 75.0％）が戸籍証明取得可  
能であり、 7 団体（ 21.9％）がコンビニ交付手数料の減額を実施しています。  

 

令和４年７月末時点  

 
※並び順は、令和３年６月末のマイナンバーカード交付率の上位から順に表示しています。 

窓口 コンビ二 窓口 コンビ二 窓口 コンビ二 窓口 コンビ二

1 浦安市 300 同額 300 同額 450 同額 300 同額
2 白井市 300 同額 300 同額 450 × 300 同額
3 習志野市 300 同額 300 同額 450 同額 300 同額
4 印西市 200 同額 200 同額 450 × 200 同額
5 千葉市 300 250 300 250 450 400 300 250
6 木更津市 300 100 300 100 450 200 300 100
7 成田市 300 同額 300 同額 450 同額 300 ×
8 我孫子市 300 同額 300 同額 450 × 300 同額
9 八千代市 300 同額 300 同額 450 同額 300 同額
10 館山市 300 同額 350 同額 450 × 350 同額
11 市川市 300 250 300 250 450 400 300 250
12 柏市 300 同額 300 同額 450 同額 300 同額
13 市原市 300 同額 300 同額 450 同額 300 同額
14 銚子市 350 × 350 × 450 × 350 ×
15 鎌ケ谷市 300 同額 300 同額 450 同額 300 同額
16 南房総市 300 同額 350 同額 450 同額 350 同額
17 君津市 300 200 300 200 450 350 300 200
18 流山市 300 同額 300 同額 450 同額 300 同額
19 大網白里市 300 × 300 × 450 × 300 ×
20 四街道市 300 同額 300 同額 450 同額 300 同額
21 東金市 300 × 300 × 450 × 300 ×
22 八街市 300 同額 300 同額 450 × 300 同額
23 袖ケ浦市 300 200 300 200 450 350 300 200
24 茂原市 300 同額 300 同額 450 × 300 同額
25 いすみ市 300 × 300 × 450 × 300 ×
26 勝浦市 300 × 300 × 450 × 300 ×
27 富津市 300 200 300 200 450 × 300 200
28 船橋市 300 同額 300 同額 450 同額 300 ×
29 富里市 300 同額 300 同額 450 × 300 ×
30 松戸市 300 同額 300 同額 450 同額 300 同額
31 鴨川市 300 同額 350 同額 450 同額 350 ×
32 山武市 300 200 300 200 450 同額 300 200
33 野田市 300 同額 300 同額 450 同額 300 同額
34 香取市 300 同額 300 同額 450 × 300 同額
35 旭市 300 同額 300 同額 450 同額 300 ×
36 佐倉市 350 同額 350 同額 450 同額 300 同額
37 匝瑳市 300 同額 300 同額 450 同額 300 同額

№ 市名

住民票 印鑑証明 戸籍謄抄本 税証明



 

１７ 千葉県内３７市の出張所設置状況     （令和４年７月末時点）  

 
※並び順は、面積順に表示しています。（人口は、令和 4 年 4 月 1 日現在常住人口を表示） 

異動可 証明のみ 計
1 市原市 10 0 10 0 1 － 266,493 368.16
2 君津市 4 0 4 0 0 有 80,750 318.78
3 千葉市 17 5 22 0 10 － 976,925 271.76
4 香取市 1 2 3 0 0 － 70,430 262.35
5 南房総市 6 0 6 0 0 － 34,636 230.1
6 成田市 4 1 5 0 0 － 131,111 213.84
7 富津市 1 0 1 0 0 有 41,248 205.4
8 鴨川市 5 0 5 0 0 有 31,312 191.14
9 いすみ市 2 0 2 0 0 － 34,648 157.5
10 山武市 3 0 3 0 0 － 47,279 146.77
11 木更津市 1 9 10 0 0 － 135,947 138.9
12 旭市 0 3 3 0 0 － 62,646 130.45
13 印西市 9 0 9 0 0 － 105,396 123.79
14 柏市 12 1 13 0 0 － 430,032 114.74
15 館山市 0 0 0 0 0 － 44,195 110.05
16 佐倉市 6 2 8 0 3 － 166,511 103.69
17 野田市 5 0 5 1 0 有 151,926 103.55
18 匝瑳市 1 2 3 0 0 － 34,060 101.52
19 茂原市 1 0 1 0 0 － 86,054 99.92
20 袖ケ浦市 2 0 2 0 0 － 64,414 94.92
21 勝浦市 0 0 0 0 0 有 16,206 93.96
22 東金市 0 0 0 0 0 － 57,223 89.12
23 船橋市 8 0 8 2 0 － 644,697 85.62
24 銚子市 2 0 2 0 0 － 56,093 84.2
25 八街市 0 0 0 0 1 － 66,284 74.94
26 松戸市 8 1 9 0 0 － 496,540 61.38
27 大網白里市 1 0 1 0 0 － 47,657 58.08
28 市川市 7 1 8 0 5 － 496,104 57.45
29 富里市 1 0 1 0 0 － 49,151 53.88
30 八千代市 7 0 7 0 0 － 201,410 51.39
31 我孫子市 7 0 7 0 0 － 129,904 43.15
32 白井市 0 5 5 0 0 － 61,996 35.48
33 流山市 4 0 4 0 0 有 206,137 35.32
34 四街道市 0 4 4 0 0 － 94,410 34.52
35 鎌ケ谷市 0 1 1 1 2 有 109,744 21.08
36 習志野市 0 3 3 0 0 － 176,015 20.97
37 浦安市 0 3 3 0 0 － 170,008 17.3

人口 面積
出張所の数

№ 市名 その他
マルチコ
ピー機

自動交
付機



 

第２ 廃止に伴う代替措置の案について 
※下案は、代替措置を講じる場合の案を例示したもので、経費面等により実施できない場合があります。  

案１ 新たな代替手段は講じず、マイナンバーカードの普及を推進 
市では、マイナンバーカードを利用方法の拡大を検討しており、転出・転入手 

続のワンストップ化や、現在行える児童手当等の子育て関連の１５の手続きに加 

え、介護関連の１１の手続きを行えるよう準備を進めている。 

このようなデジタル化の取組みの中で、マイナンバーカードがあればコンビニ 

エンスストア等で住民票等を取得することができるため、新たな措置は講じない 

こととする。 

（メリット） 

・人員、経費の削減及びマイナンバーカードの普及促進が図られる。 

（デメリット） 

・マイナンバーカードを持っていない方の証明書の取得手段が減少する。 
 

 

 

 

 

案２ マイナンバー休日開庁日に住民票、印鑑証明の休日発行の実施 
現在、平日仕事で市役所に来られない方などのために、毎月、第二土曜日及び

最終日曜日の午前中（9：00～12： 00）に市役所を開庁し、マイナンバーカードの

交付を行っている。出張所を廃止した場合、コンビニ交付以外では、土日に住民

票等を取得できる窓口がなくなるため、代替措置としてマイナンバー休日開庁日

に住民票及び印鑑証明の交付も行うこととする。 

（メリット）マイナンバーカードの休日開庁日に証明書を取得できる。 

（デメリット）証明書の交付方法を窓口交付からコンビニ交付等へ移行していくと 

いう方向性との相違が生じる。 
 

 

 

 

案３ マイナンバーカードで証明を取得する際の手数料の減額措置 
 

 

 

 

 

 

他市町村では、コンビニ交付手数料を窓口での手数料より減額している自治体も

あり、出張所を廃止することにより、人件費等の削減が見込まれることから、市民

の負担軽減のため、本市においてもコンビニ交付手数料を減額する。 

（メリット）マイナンバーカードの普及促進が期待できる。 

（デメリット）手数料の減額に伴い、歳入（収入額）が減額となる。 
 

 

 

 

 

案４ コンビニ交付への戸籍証明の追加 
  

  他 市町村では、戸籍謄抄本や附票をコンビニ交付可能としている自治体もあ

り、利便性向上のため、本市においても戸籍証明のコンビニ交付を実施する。 

（メリット）全国のコンビニで 6：30～23：00 まで戸籍証明が取れるようになるた 

め、マイナンバーカードの普及促進が期待できる。 

（デメリット）システム改修費用及びランニングコストがかかる。 

5 年間（60 月分）の総経費 28,157,800 円    【 R4.4.30 現在】 

（白井市在住の方のみの場合 26,606,800 円）  本籍人口 42,676 人

※導入から３年分は 1/2 の額が特別交付税措置対象となる。 

        ※市外の方も対象とした場合、新たに利用者登録事務が発生する。
 

 

 

 

 

 

 

案５ 市内行政機関へのマルチコピー機の設置 
 

 

  コンビニ等に設置されているマルチコピー機を、出張所等に設置する。 

（メリット）出張所等であれば、職員に利用方法を気軽に聞くことができる。 

（デメリット） 

・マルチコピー機の費用がかかる。１台につき 4,730,000 円  

（※翌年度以降ランニングコスト 1,056,000 円） 

・コンビニでは、午前６時３０分から午後１１時まで取得可能であるが、市の施 

設に設置する場合、開所時間が限られてしまう。 
 

 



 

第３ 今後のスケジュール（案） 
 

時 期 内 容 

令和４年（２０２２年） 

4/27～5/22 ○アンケート調査 

6/22（水） ○行政経営戦略会議 

8/4（木） ○センター長会議 

・意見交換会及びパブリック・コメントの実施についての説明 

8/5（金） ○行政運営報告 

8/15（月） ○広報ＨＰ周知（意見交換会及びパブリック・コメントの実施）

8/25（木） ○議員全員協議会での説明 

9/1～14 ○パブリック・コメント（9/1～9/14） 

・アンケート結果・出張所のあり方の検討資料・条例案 

9/2（金） ○意見交換会（公民センター）18：00～ 19：00 

9/3（土） ○意見交換会（白井駅前センター）10：00～11：00 

○意見交換会（冨士センター）13：00～ 14：00 

9/4（日） ○意見交換会（西白井複合センター）10：00～11：00 

○意見交換会（桜台センター）13：00～ 14：00 

10 月 ○行政経営戦略会議 

・パブリック・コメント及び意見交換会の結果の報告 

・出張所のあり方の検討の決定 

※ここから下は出張所を廃止とする場合のスケジュール案です。

○例規審査会 

11 月 ○議員全員協議会での説明 

○市議会定例会  

・白井市役所出張所設置条例を廃止する条例について 

（施行期日：令和５年１２月２９日） 

12 月 令和４年１２月３１日をもって市役所及び駅前センターの行

政ＦＡＸの賃貸借契約の長期継続契約期間終了となる。 

※以降、令和５年１２月２９日まで契約更新 

令和５年（２０２３年） 

１月～12 月 ・広報等で出張所のあり方の検討結果について周知を行う。 

・市民課、出張所窓口でも１年をかけて来庁者へ周知を行う。 

2/9 ○定例記者会見 

12/29 ○出張所の廃止（最終営業日 12/28） 

令和６年（２０２４年） 

1 月 ＮＴＴデジタル通信モード「ＩＳＮネット」サービスの終了 

・出張所継続の場合、新たなＦＡＸ機器等の費用が発生。 

（市役所）１台 月額 75,680 円 総額 4,540,800 円（60 月）

（出張所）５台 月額 23,650 円 総額 7,095,000 円（60 月）

※現状維持の場合の令和６年度以降の経費（人件費等含む。） 

10,947,838 円（年） 



 

【参考】第２次白井市行政経営改革実施計画（抜粋） 

令和 4 年 3 月策定 

適材適所による事業主体の見直し 

事業主体の選定にあたっては、職員が行った場合と外部委託した場合とのコストや 

サービスの質を比較した上で、事業主体を決定します。 

 

取組番号 13 項 目

名 
出張所窓口の廃止 

所 管

課 
市民課 

整理番号 2-5-②

これまでの

取り組み 

・市の出張所では、住民票の写しや印鑑登録証明書等の発行のみが行え
る。（戸籍証明は平日のみ） 
・出張所運営についてのアンケート調査や意見交換会を実施した。 
 また、廃止の際は全出張所を同時に廃止することとしたが、時期につい
ては、マイナンバーカードの交付率が 50％を超えた時点から再検討するこ
ととなった。 
・一部出張所で平日の開所時間を午前中のみとする段階的な見直しを実施

これからの

取り組み 

・マイナンバーカードの交付率について、令和 4 年度中には 50％を超える

見込みであるため、無作為抽出によるアンケート調査、市民との意見交換

会、出張所条例の廃止等を行い、令和 5 年度中の実施を想定している。 

目的 

マイナンバーカードの普及に伴い、役割の少なくなった出張所窓口を廃止
することで、行政のスリム化、人員及び歳出の削減を図るため。 

目標時期 令和 5 年度 

実施内容 
実施スケジュール 

令和 4 年度 令和 5 年度  令和 6 年度 令和 7 年度

出張所窓口の廃止の検討         

無作為抽出によるアンケート調査         

市民との意見交換会及び周知         

出張所窓口の廃止の実施         

         

 目標 効果 

令和 4 

年  度  

・出張所窓口の廃止の検討 
・無作為抽出によるアンケート調査 
・市民との意見交換会及び周知 

【市の効果】 
・役割の少なくなった出張所窓口を廃
止することで、行政のスリム化、人員
及び歳出の削減ができる。 
 
【市民の効果】 
・コンビニエンスストアでは、より幅
広 い 時 間 帯 で 証 明 書 等 の 発 行 が で き
る。 
出張所窓口の廃止は、マイナンバー

カ ー ド の 普 及 ・ 周 知 に も つ な が る た
め、結果として行政サービスの向上が
期待できる。 

令和 5 

年  度  

・出張所窓口の廃止の実施 
・無作為抽出によるアンケート調査 
・市民との意見交換会及び周知 
・出張所窓口の廃止の実施 

令和 6 

年  度  

・出張所窓口の廃止の実施 

令和 7 

年  度  

・出張所窓口の廃止の実施 



 

コンビ二交付で住民票を取得する際の 

マルチコピー機の操作方法 
 ※画面はイメージです。実際の画面とは異なる場合があります。 

 

①  タッチパネル画面
のメインメニューか

ら「行政サービス」

を選択します。 
 

②  証明書交付サービ
スの注意事項を確認

の上、マイナンバー

カードを所定の位置

に置き、４桁の暗証

番号を入力します。 

③  希 望 す る 証 明 書
「住民票の写し」を

選択し、記載する世

帯構成（本人のみ、

世帯全員、世帯の一

部）を選択します。 

 



 

④  世帯主、続柄、本
籍、筆頭者、個人番

号（マイナンバー）

の記載の有無を選択

します。 

⑤  必要な部数を入力
します。 

⑥  必要な証明の内容
や部数を確認の上、

表示された手数料の

金額を投入し、「プ

リントスタート」を

選択します。 

⑦  マイナンバーカー
ド 、 証 明 書 、 領 収

書、おつりの取り忘

れを確認してくださ

い。 

 

 



 
 



 
 



 
 



 

 
白井市役所出張所設置条例を廃止する条例（案）  

  
白井市役所出張所設置条例（昭和５７年条例第１４号）は、廃止する｡  

   附 則  
 （施行期日）  
１ この条例は、令和５年１２月２９日から施行する。  
 （白井市複合センター設置管理条例の一部改正）  
２ 白井市複合センター設置管理条例（昭和５７年条例第１３号）の一部を

次のように改正する。  
  第３条中第１号を削り、第２号から第５号までを１号ずつ繰り上げる。  
  第４条の表白井市西白井複合センター、白井市白井駅前センター及び白

井市桜台センターの項中「市役所出張所」を削る。  
  第５条中第１号を削り、第２号から第４号までを１号ずつ繰り上げる。  
 （白井市公民センターの設置及び管理に関する条例の一部改正）  
３ 白井市公民センターの設置及び管理に関する条例（平成２５年条例第３

号）の一部を次のように改正する。  
  第３条中第２号を削り、第３号を第２号とする。  
 

 

白井市複合センター設置管理条例（昭和５７年条例第１３号）新旧対照表 

改 正 案 現  行 

（事業） （事業） 

第３条  複合センターは、次の各号

に掲げる事業を行う。 

第３条  複合センターは、次の各号

に掲げる事業を行う。 

                 (1) 市役所出張所に関すること。 

(1) 児童の健全な育成に関するこ

と。 

(2) 児童の健全な育成に関するこ

と。 

(2) 老人の健康増進を図るための

便宜供与に関すること。 

(3) 老人の健康増進を図るための

便宜供与に関すること。 

(3) 公民館活動に関すること。 (4) 公民館活動に関すること。 

(4) その他市長が必要と認める事

項に関すること。 

(5) その他市長が必要と認める事

項に関すること。 

（施設） （施設） 

第４条  前条の事業を行うため複合

センターは、次の施設をもって構成

する。 

第４条  前条の事業を行うため複合

センターは、次の施設をもって構成

する。 

名称 施設 

白井市西白井複合

センター 

       

児童館 

老人憩いの家 

公民館 

名称 施設 

白井市西白井複合

センター 

市役所出張所 

児童館 

老人憩いの家 

公民館 



 

白井市白井駅前セ

ンター 

       

児童館 

老人憩いの家 

公民館 

白井市桜台センタ

ー 

       

児童館 

公民館 
 

白 井市白井駅前セ

ンター 

市役所出張所 

児童館 

老人憩いの家 

公民館 

白井市桜台センタ

ー 

市役所出張所 

児童館 

公民館 

２ （略） ２ （略） 

（関係条例） （関係条例） 

第５条  次の各号に掲げる施設の管

理運営については、この条例に定め

るもののほか、当該各号に掲げる条

例及びこれに基づく規則の定めると

ころによる。 

第５条  次の各号に掲げる施設の管

理運営については、この条例に定め

るもののほか、当該各号に掲げる条

例及びこれに基づく規則の定めると

ころによる。 

                 

                 

      

(1)  市役所出張所  白井市役所出

張所設置条例（昭和５７年条例第

１４号） 

(1) 児童館  白井市児童館の設置

及び管理に関する条例（平成２０

年条例第１９号） 

(2) 児童館  白井市児童館の設置

及び管理に関する条例（平成２０

年条例第１９号） 

(2) 老人憩いの家  白井市老人憩

いの家の設置及び管理に関する条

例（平成２０年条例第２０号） 

(3) 老人憩いの家  白井市老人憩

いの家の設置及び管理に関する条

例（平成２０年条例第２０号） 

(3) 公民館  白井市公民館の設置

及び管理等に関する条例（平成２

０年条例第１８号） 

(4) 公民館  白井市公民館の設置

及び管理等に関する条例（平成２

０年条例第１８号） 

（略） （略） 

 

白井市公民センターの設置及び管理に関する条例（平成２５年条例第３号）新旧対照表 

改 正 案 現  行 

（業務） （業務） 

第３条  センターは、次に掲げる業

務を行う。 

第３条  センターは、次に掲げる業

務を行う。 

(1) 第１条の目的を達成するため

に必要な事業に関すること。 

(1) 第１条の目的を達成するため

に必要な事業に関すること。 

                  (2) 市役所出張所に関すること。 

(2) その他市長が必要と認める業

務 

(3) その他市長が必要と認める業

務 

（略） （略） 

 

 



 

○白井市市民参加条例（抜粋）  
目次  
前文  
第１章 総則（第１条―第５条）  
第２章 市民参加の方法  
第１節 通則（第６条―第９条）  
第２節 審議会等（第１０条―第１３条）  
第３節 パブリック・コメント（第１４条―第１６条）  
第４節 アンケート調査（第１７条）  
第５節 意見交換会（第１８条―第２０条）  
第６節 ワークショップ（第２１条・第２２条）  
第７節 住民投票（第２３条）  
第８節 その他の方法（第２４条）  
第３章 推進体制（第２５条）  
第４章 雑則（第２６条―第２８条）  
附則  

（略）  
第２章 市民参加の方法  
第１節 通則  

（市民参加の対象）  
第６条 実施機関は、法令に特別の定めがある場合を除き、次に掲げる

行政活動を行おうとするときは、市民参加により行わなければならな

い。  
(1) 市の基本構想、基本計画及び市民に関わりの深い、個別行政分野
における施策の基本方針その他の基本的な事項を定める計画の策定

又は変更  
(2) 市の基本理念を定める条例の制定又は改廃  
(3) 市民に義務を課し、又は権利を制限する条例の制定又は改廃  
(4) 市民の生活に直接かつ重大な影響を与える条例の制定又は改廃  
(5) 市民の公共の用に供される大規模な施設の整備に係る基本計画等
の策定又は変更  

(6) その他特に市民参加を行うことが必要と認められるもの  
２ 前項の規定にかかわらず、緊急その他やむを得ない理由があると

き、金銭徴収に関する条例を制定し、若しくは改廃するとき又は政策

的な判断を要しない条項について条例を改正するときは、市民参加を

行わないことができる。  
（市民参加の方法）  
第７条 実施機関は、前条の行政活動（同条第２項の規定により、市民

参加を行わない場合を除く。）を行うときは、それぞれの事案ごと

に、次節から第８節までに定める市民参加の方法のうちから適切な方

法により行う。  
（略）  



 

 
 



 

 
 



 

 
 



 

 


